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あなたが首都圏の学校に進学した理由はなんですか。当てはまるものをすべてお選びください（転出理由が「進
学」の者のみ回答）。 

全体では「やりたい分野や学問など希望する学校だったから」が 62.34%と最も多い（図表 2-3-3）。こ
の回答は女性の方が比較的高い傾向にある。また、U ターン意向別 7に進学理由を比較すると、「戻りた
い」層では「やりたい分野」の回答率が比較的高く、「戻りたくない」層では「就職活動に有利だと思っ
たから」「地元や親元から離れたかったから」の回答率が比較的高い。 

【図表 2-3-3 首都圏の学校に進学した理由】  

 
7 後述する「あなたは、今後北海道に Uターンする意向・予定はありますか。」という問いに対し、「戻る予定がある」
「予定はないが、戻りたい」「戻りたいが、現実的には様々な理由で戻るのは難しい」という肯定的な回答をした層を
「戻りたい」、「戻りたくないが、いつかは戻らざるを得ない」「戻りたくないし、戻る予定もない」という否定的な回答
をした層を「戻りたくない」として、「考えたことがない」と合わせて 3グループに集約したもの。 
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あなたが首都圏の企業で就職した理由はなんですか。当てはまるものをすべてお選びください。（転出理由が
「進学」「最初の就職」「転職・起業・創業」の者のみ回答） 

全体では「希望する就職先があったから」が 50.42%で最も多い（図表 2-3-4）。ただし、世帯年収 300
万円未満の層ではこの回答の割合は有意に低い。 
また、世帯年収 900 万円以上の 2 層では、「キャリア成長や自己成長に有益だと考えたから」「プロジ

ェクトやビジネス拡大が見込めたから」「専門知識やスキルを活かせる環境があったから」の割合が有意
に高い。自然増減の章では、専門性を活かせる職場の存在が有配偶率にプラスの影響を与える可能性に
ついて考察したが、北海道が専門人材にとって魅力的な場所と感じていられないことが、こうした人材
の流出をもたらしている可能性が示唆される。 
加えて、Uターン意向別では「戻りたくない」層では「地元や親元から離れたかったから」の回答率が

有意に高い。この回答は北海道在住時の地域別では地方部になるほど比較的高い傾向があるため、地域
への愛着の醸成などを引き続き進めていく必要がある。 

【図表 2-3-4 首都圏の企業で就職した理由】  
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あなたが居住地として首都圏を選んだ理由はなんですか。当てはまるものをすべてお選びください。（転出理
由が「進学」「最初の就職」「転職・起業・創業」の者のみ回答） 

全体では「就職先の選択肢が多いから」が 50.99%と過半数の回答を得ている（図表 2-3-5）。また、就
職理由と通底する特徴として、「年収」「スキルアップ」といった要素は年収 900 万円以上の 2 層で回答
率が高い。 
男女差をみると、「都会での生活に憧れがあったから」「自分の夢ややりたいことを実現できそうだっ

たから」の回答率は女性の方が高く、首都圏への転出にあたりイメージ面の理由も大きいことがみえる。 
Uターン意向では、「戻りたくない」層で「文化・娯楽」「多様な価値観」「公共交通機関」の回答率が
有意に高い。 

【図表 2-3-5 居住地として首都圏を選んだ理由】  
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2-3-3-3 首都圏での生活について 

あなたが首都圏における生活で不満を感じていることはなんですか。当てはまるものをすべてお選びくださ
い。 

全体では「地価や物価、家賃等が高い」が 74.20％で最も高い。「人混みが多い」「日々の通勤ラッシュ」
も 6割を超えている（図表 2-3-6）。 
属性別では、男性の方が「日々の通勤ラッシュ」「車が多く渋滞も多い」の回答率が比較的高く、女性

では「人混みが多い」の回答率が比較的高い。 
Uターン意向では、「戻りたい」層で「人混みが多い」「緑や自然が少ない」「住宅が狭い」の回答率が
有意に高く、「不満は感じていない」は有意に低い。進学・就職の理由と組み合わせると、北海道にUタ
ーンしたいと考えている層は、このような不満を持っているものの、自身が望む進路を選ぶメリットが
それを上回るために転出していることがわかる。 

【図表 2-3-6 首都圏での生活における不満】  



64 
 

あなたは首都圏への生活の不満を機に転職や移住を考えたことはありますか。 

全体では「不満はあるが、首都圏での生活はメリットの方が多く、転職や移住は考えたことがない」が
44.20％で最も多く、上記設問の結果を裏付けるものとなっている（図表 2-3-7）。 
属性別では、男性は「不満を感じていないので、転職や移住は考えたことがない」の割合が若年層で高

く、年代が上がると低下する傾向にあるが、女性では年齢による傾向の差はみられない。 
Uターン意向では、「戻りたい」層は「首都圏以外の地域での転職や移住を考えたことがある」割合が
有意に高い。「戻りたくない」層ではこの回答が有意に低いものの、「同じ首都圏内で転職や移住を考えた
ことがある」割合が比較的高い。 

【図表 2-3-7 首都圏での不満に伴う移住の検討】 
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2-3-3-4 北海道での U ターン意向等について 

あなたは、今後北海道に U ターンする意向・予定はありますか。 

全体では、U ターンに肯定的な層といえる「戻る予定がある」「予定はないが、戻りたい」「戻りたい
が、現実的には様々な理由で戻るのは難しい」の回答割合が合計で 49.80％となり、全体のほぼ半数を占
めた（図表 2-3-8）。一方で、「戻りたいが、現実的には様々な理由で戻るのは難しい」という回答が全体
の 20.80％、「戻りたい」層の中に限ると 41.77％を占めており、意向こそあるものの北海道へ戻ることを
半ば諦めている層のウェイトはかなり大きいことが窺える。 
属性別では、最初の就職で転出した層では 61.76％が U ターンに肯定的である。ただし、実際に戻る

予定があるのは 2.21％に過ぎず、全体平均と比較しても有意に低い。対照的に、転職・起業・創業で転出
した層はUターンに否定的な割合が有意に高い。 
また、移住から 15年以上が経過している 2008年以前に転出した層では、Uターンに肯定的な割合が
有意に低い。先の設問では「退職後に U ターンする」という意見もあるものの、総じてみれば、移住か
ら年数が経つにつれてUターン意向は少しずつ減少していく傾向にあることがわかる。 

【図表 2-3-8 北海道への U ターン意向】  
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あなたが今後北海道に U ターンするとしたら、どのタイミングが考えられますか。当てはまるものをすべてお
選びください。 

全体では「転職・起業・創業」が 31.88％で最も高く、「退職後」「転勤」と続いた（図表 2-3-9）。 
進学で転出した層では「最初の就職」が約半数、最初の就職で転出した層では「転職・起業・創業」

が約半数となり、それぞれ有意に高い。 
「退職後」という回答は、転出から 10年程度経っている層や、年収 700万～1100万円以上の層で回

答率が高い。これらは「少なくとも現役のうちはUターンを考えていない」という意思表示と考えるこ
ともできる。 

Uターン意向別にみると、「戻りたくない」層では「転勤」「家族・親族の介護・看護」という必ずし
も自分自身の意に沿わない理由での回答が有意に高い。 

【図表 2-3-9 北海道への U ターンのタイミング】  
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あなたが北海道への U ターンを考える上で、あなたにとってネガティブな要素はなんですか。当てはまるもの
をすべてお選びください。 

全体では「給与や報酬が低い」が 53.40％で最も高く、過半数がネガティブな要素であると回答してい
る。属性別にみても、ほとんどすべての属性で給与が最大のネガティブ要素と捉えられている（図表 2-
3-10）。 
多くの項目において、女性の方がネガティブな回答の傾向が高かった。「買い物や娯楽の選択肢が限ら

れている」「交通の利便性が低い」では女性の回答率が男性に比べて 10 ポイント以上高い。北海道にお
ける女性の流出が深刻である背景には、女性の方が北海道での暮らしでネガティブに感じる要素が多い
ということが考えられる。 
また、U ターン意向では、「戻りたい」層であっても「給与や報酬が低い」は 54.22％と過半数の回答
を得ている。全体の傾向と同様、「買い物や娯楽施設の選択肢が限られている」「交通の利便性が低い」に
ついても約 4割がネガティブ要素として捉えている。 
「戻りたくない」層では、「交通の利便性が低い」「希望する住居がない」「地方社会は狭く、閉塞感を

感じる」「親や親戚との関係、近所付き合いなど煩わしい人間関係」の回答率が有意に高く、これらが U
ターンを拒む原因として強く作用していると考えられる。 

【図表 2-3-10 北海道への U ターンに伴うネガティブ要素】  
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あなたが北海道に暮らし続けるため、または再び北海道で暮らすためには何が必要だと思いますか。当てはま
るものをすべてお選びください。 

全体では「多様な雇用先・職場がある」が 51.00％で最も高く、過半数を占めた。「正社員として長く
働き続けられられる企業が多くある」「公共交通機関が充実している」が 4割以上で続く。 

【図表 2-3-11 北海道で暮らしていくために必要なこと】 
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あなたが、北海道への U ターンをより積極的に検討する支援・機会となるものはありますか。当てはまるもの
をすべてお選びください。 

全体では「就職転職のサポート」が 46.80％で最も高い（図表 2-3-12）。特に「戻りたい」層では、こ
の回答率が全体平均よりも有意に高い。次いで「移住に係る費用のサポート」「住宅確保のサポート」が
3割以上で続く。Uターンに際し、仕事・住居と金銭面のワンストップでのサポートが求められているこ
とがわかる。 
なお、道内自治体向けアンケートの結果によれば、「移住相談ワンストップ窓口」を開設している市町

村は 126市町村（有効回答 173市町村）と、「住宅取得やリフォーム等に対する支援」を行っている市町
村は 124市町村（同）と、それぞれ道内市町村の 7割以上に上る（詳細は後述）。 

【図表 2-3-12 北海道への U ターンを積極的に検討する要素】 
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あなたが北海道に愛着を感じるコト、モノはなんですか。当てはまるものをすべてお選びください。 

全体では「地元の特産品や地元で有名な食べ物などの魅力」が 77.60％で最も高い（図表 2-3-13）。「山、
川、海などの自然・景観」「家族や友人と過ごした時間や北海道民の人柄」も過半数を上回った。 
特筆すべきは、「北海道への愛着はない」は全体で 3.80％、「戻りたくない」層でさえ 8.94％と 1割未

満にとどまっていることである。Uターン意向による回答傾向の差をみると、「雪や寒さなどの気象条件・
気候風土」「山、川、海などの自然・景観」「家族や友人と過ごした時間や北海道民の人柄」では「戻りた
い」層と「戻りたくない」層とで 20 ポイント以上の差が開いた。「地元の特産品や地元で有名な食べ物
などの魅力」については、「戻りたくない」層の回答率は有意に低かったものの、それでも 68.29％と 7割
近い割合で愛着があると回答している。こうした層へはふるさと納税や観光での来訪など、移住以外の
方法での関係人口創出のアプローチが有効であると考えられる。 
北海道への愛着については、道内で居住していた地域による差異はほとんどみられなかった。これは進

学・就職に際して「地元や親元から離れたかったから」と答えた割合が地方部ほど高かったこととは対照
的である。 

【図表 2-3-13 北海道への愛着】  
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2-4 若年層の結婚・出産に関する意識の把握 
 
2-4-1 分析概要 

2-4-1-1 分析目的 

ここまで、北海道における人口減少の要因について、既存の公的統計の整理を通じて分析を行ってき
た。そこで、雇用や収入への不安が北海道の合計特殊出生率を押し下げている可能性が示唆された。 
また、個々人の意識面については、札幌市（2022年）と北海道（2023年）が過去に住民に向けて実施
した意識調査の結果を基に、若年層の結婚・出産に関する意識を把握し、公的統計を通じた分析結果の補
強材料とする。 
 

2-4-1-2 分析対象 

札幌市が実施した「令和 4年度札幌市子ども・子育てに関する市民アンケート」（以下、札幌市アンケ
ート）と、北海道が実施した「北海道の人口減少などに関する意識調査（令和 5年度）」（以下、北海道ア
ンケート）を分析対象とする。2つのアンケートは対象とする層が異なっており、特に札幌市アンケート
については既に子育てをしている世帯のみが対象である点に留意。各対象の基礎データは図表 2-4-1 の
通り。 
 

【図表 2-4-1 札幌市アンケート、北海道アンケートの概要】 

 札幌市アンケート 北海道アンケート 
調査地域 札幌市 北海道 
調査期間 2022年 12月 15日～2023年 1月 6日 2023年 9月 
調査対象 0-5歳の子どもがいる世帯 道内に居住する満 18歳以上の個人 
標本数 3,000世帯 1,500人 
有効回答数 1,556世帯 661人 

 

2-4-1-3 分析結果の凡例と留意点 

棒グラフにおいて、構成比が 5％に満たないものについては、視認性を確保するため構成比を記載して
いない。 
クロス集計表において、ある属性のある回答を選択した割合が全体平均よりも有意に高い場合は青文

字に下線、低い場合は赤文字に下線としている。 
また、本報告書との関連が高いと思われる設問のみについて分析を行っている。そのため、それぞれの

アンケートについて全ての設問を網羅して分析しているものではない。 
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2-4-2 分析結果の概観 
それぞれのアンケートの設問ごとの考察については、次節以降を参照のこと。 

 

2-4-2-1 札幌市アンケートの小括 

札幌市における子育て世帯の意識をみると、希望している子どもの人数よりも実際に予定している子
どもの人数が少なくなっている世帯が調査対象者の 39.78％にのぼった。その要因としては経済的な負担
が圧倒的に大きなものとして挙げられた。また、仕事と子育ての両立のためには、経済負担のみならず、
休暇の取りやすさや労働時間の短縮、職場理解の向上といった労働環境面の是正も求められていること
が明らかになった。 
札幌市の子育て環境については、医療費負担の軽減などは一定の評価を得ている一方で、保育所や幼稚

園にかかる負担や、子育て支援サービス、子連れでの移動の利便性などは否定的な評価が多かった。 
市に求める支援策としては、上記の不満に関連して、経済的な負担の軽減や子連れでも出かけやすい場

所の整備などが挙げられた。中でも経済的な負担感は夫婦が子どもを生み育てる人数を減らす最大の要
因となっていることから、自然減少の抑制のためにはこの負担を軽減することが最も重要であると考え
られる。 
 

2-4-2-2 北海道アンケートの小括 

北海道における生活環境の満足度をみると、「収入や家庭」の満足度が非常に低く、特に 30代でその
傾向が顕著である。また、予定する子どもの人数が理想よりも少ない理由や、出産・子育てに前向きに
なるために必要な要素として、育児・教育にかかる経済的負担の重さや、安定した雇用、働き方の見直
しなどが挙げられている。これらのアンケート結果は、自然増減の項で触れた「北海道の 30代前半に
おける有配偶率・有配偶出生率の低さ」を説明する大きな要素であると考えられる。 
また、これから子どもを生み育てていく世代である 18-29歳の回答者のうち 33.96％が子どもは持た
ない予定であると回答し、この年代の予定する子どもの人数は平均で 1.15人と、現在の北海道の合計特
殊出生率（1.12、2022年）とほぼ同程度となっている。課題として挙げられた家庭の経済状況や労働環
境等に改善がみられなければ、今後も北海道における出生水準は低水準が続くことが予想される。 
札幌市アンケートと北海道アンケートの結果を踏まえると、まず求められていることは子育てにかか

る経済的な負担の軽減（実負担だけでなく、「子育ては経済的な負担が大きい」というイメージの払拭
も含めて）であり、次いで労働環境の是正や、子連れでも外出しやすい場所づくりなどが、中長期的な
人口減少の抑制に効果をもたらすと考えられる。 
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2-4-3 札幌市アンケートの分析 

2-4-3-1 基本属性 

子どもの人数 

全体では「1人」が 43.24％で最も多い（図表 2-4-2）。全体平均は 1.74人で、清田区（2.00人）や南
区（1.98 人）が市平均より比較的高水準である。また、世帯収入と子どもの人数も一定の比例関係がみ
られる。 

【図表 2-4-2 子どもの人数】 
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子どもの身の回りの世話を主に行っている人 

全体では「両親」が 46.52％と約半数を占めているが、世帯年収 200万円未満の層のみ 25.00％とこれ
を大きく下回っており、「母」が 73.08％と高い割合になっている（図表 2-4-3）。 

【図表 2-4-3 子どもの世話をする人】 
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2-4-3-2 子育ての悩みについて 

子育てをしていて、楽しさと大変さのどちらを感じることが多いか 

「楽しさ」「どちらかといえば楽しさ」の合計が全体で 63.27％と過半数を占めた（図表 2-4-4）。子ど
もの年齢が上がるほど「大変さ」「どちらかといえば大変さ」の割合が増加する傾向にあるものの、それ
でも 0-5歳までいずれも「楽しさ」「どちらかといえば楽しさ」が過半数の回答を占めている。 
また、子どもの人数が増えることで子育ての負担は大きくなるものと推察されるが、子ども 3 人以上

の家庭においても、楽しさ・大変さの割合は全体平均と同程度にとどまった。 

【図表 2-4-4 子育てで楽しさと大変さどちらを多く感じるか】 
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子育てをしていて感じる悩み 

全体で最も多いのは「子どもの病気や発育・発達」で 45.50％である（図表 2-4-5）。「子どもの食事や
栄養」と合わせて、1人目の子どもを育てている家庭で回答率が有意に高い。 
「子育ての経済的負担が大きい」は若年層や年収 399 万円以下の 3層で回答率が高かったが、子ども
の人数や年齢での回答率の差はみられなかった。 
そのほか、子どもが 0 歳の家庭では「社会との関わりが少ない」「子育て支援サービスの利用・申込」

の悩みが他の層より多く、3歳以上になると「子どもの教育」「子どもの友達付き合い・いじめ」「子ども
を叱りすぎている気がする」の悩みが増加している。 

【図表 2-4-5 子育てをしていて感じる悩み】 
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2-4-3-3 出産・子育ての意向について 

欲しいと思うお子さんの人数 

全体では「2人」が 52.09％で過半数を占め、「3人」が 34.81％で続く（図表 2-4-6）。全体平均は 2.42
人となり、「1人」は 7.11％にとどまった。 
世帯年収別にみると、年収が高くなるほど「1人」の割合が低下し、多子世帯を希望する傾向がみられ

る。 

【図表 2-4-6 欲しい子どもの人数】 
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